
 

 

注  記 事 項 

 

１．重要な会計方針 

 

 （１）運営費交付金収益の計上基準 

     費用進行基準を採用しております。 

 

 （２）減価償却の会計処理方法 

   ①有形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物         ２～５０年 

      構築物        ２～５７年 

      機械装置       ２～ ９年 

      船舶         ２～１５年 

      車両運搬具      ２～ ６年 

      工具器具備品     ２～２０年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額につ

いては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しておりま

す。 

   ②無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      工業所有権      ２～１０年 

      ソフトウェア     ２～ ５年 

      施設利用権     １５～２０年 

 

 （３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は

計上しておりません。 

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年

金基金への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退

職給付に係る引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、

会計基準３８に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当

金の当期増減額を計上しております。また、国からの出向職員に係る退職給付見

積額の当期増加見積額についても含めて計上しております。 

 

 （４）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     貯蔵品 先入先出法による低価法を採用しております。 



 

 

 

 （５）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 

 （６）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

   ①政府出資等の機会費用の計算利率 

政府出資等の機会費用の計算利率については、平成１９年３月末現在の１０年

国債（日本相互証券公表）の利回り１．６５０％を使用しております。 

   ②国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費    

用の計算方法 

無償貸付を受けている地方公共団体財産に対し、各地方公共団体における算定

方式及びそれらに準じた算定方式により得た貸借価格を計上しております。 

計算式は次の通りであります。 

 固定資産評価額×借入面積×貸付料率＝貸借価格 

 

 （７）リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （８）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

２．会計処理方法の変更 

   当事業年度より、「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固定資産

の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（平成１７年６月２９日 独立行政法人会

計基準研究会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会公企業会計小委員

会）並びにこれらに関するＱ＆Ａ（平成１７年８月 総務省行政管理局 財務省主計

局 日本公認会計士協会）を適用しております。 

   この変更により、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、電話加入権が 

１，４８５，０００円減少しておりますが、損益に与える影響はありません。 

 

（減損関係） 

減損を認識した固定資産 

①減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

・用  途：電話加入権 

・種  類：電話回線 

・場  所：神奈川県横須賀市ほか 



 

 

・帳簿価格：２，１４５，０００円 

②減損の認識に至った経緯 

市場価格が帳簿価額の５０％以上下落しており、市場価格の回復も見込めな

いことから減損を認識しております。 

③減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定

資産ごとの内訳 

・損益計算書に計上した金額：該当なし 

・損益計算書に計上していない金額：１，４８５，０００円 

④減損額の算定方法等の概要 

使用価値相当額（再調達原価）が正味売却価額を上回っていたため、前者を

回収可能サービス価額として採用しております。再調達原価は市場での販売価

格等を参考に算定しております。 

 

３．重要な債務負担行為 

   重要な債務負担行為は、２，１２７，５０１，１７６円であります。 

 

４．重要な後発事象 

   該当なし 

 


